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研究成果の概要（和文）：本研究では、議会選挙における一票の格差に関し、3つの柱を立てて研究を行った。
第1は，世界の一票の格差の現状を示すデータベースの作成である。これは，140カ国の最近の下院選挙を対象
に，いくつかの指標をもとにした測定を行った。第2は，一票の格差が起こる要因についての検討である。これ
については，多国間比較データベースを用い，民主主義の程度と一票の格差の程度の間には逆U字の関係がある
ことを示した。第3の柱は，格差の帰結に関する検討である。例えばブラジルの場合では過大代表されている地
域の方が経済が停滞すること，マレーシアでは競合的権威主義のもとで与党の権力維持に寄与し民主化を阻害し
ていることを示した。

研究成果の概要（英文）：This project analyses the situation, causes, and consequences of legislative
 malapportionment around the world. It has three research components: (1) measuring the degree of 
malapportionment, (2) investigating the causes of malapportionment, and (3) analyzing the its 
consequences. The first part yielded the database that compiles the degree of lower chamber 
malapportionment for 140 countries. Several papers were written on the causes of malapportionemnt. 
The main findings are that the degree of malapportionment increases as the electoral competition 
becomes more competitive, and decreases as the degree of executive constraints (such as the presence
 of independent judiciary). As for the consequences, members of this project found that 
malapportionment harms economic development of overrepresented districts in the case of Brazil. In 
the context of electoral authoritarianism, it reduces the electoral violence. 

研究分野： 政治学
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１．研究開始当初の背景 
 選挙における一票の価値の地理的格差
(malapportionment; 以下、一票の格差)は、政
治制度研究、政策研究、憲法学などの諸分野
にまたがる重要な問題である。その理由は、
これが近代民主主義の基本理念である「一人
一票の原則」を侵害するだけでなく、過大代
表されている選挙区に対する税制・交付金に
おける優遇、ひいては経済格差の増大につな
がることが判明しているからである。また、
新興民主主義国の場合では、権威主義期エリ
ートの権力の温存や政治的競争の阻害とい
う意味で民主主義の質に対しても望ましく
ない影響があると指摘されている。  
 このように重要な問題でありながら、一票
の格差に関する実証的研究は非常に立ち後
れており、いまだ明らかになっていないこと
が山積している。第 1 に、そもそも世界各国
ではどの程度の一票の格差が存在するのか
がわかっていない。既存研究では、78 カ国に
対する一票の格差の指標が計算されている。
しかし、多くの新興民主主義国や、野党の活
動が自由でないながらも選挙をおこなって
いる「競合的権威主義体制」における一票の
格差の程度についてはほとんど未知の状態
であり、またデータの存在する国においても
一回の選挙結果をもとにした指標のみの場
合が多く、時系列データがほとんどの国に関
して存在しない。第 2 に、一票の格差がおこ
る要因についての分析は非常に少ない。これ
までの研究で明らかになっているのは、小選
挙区制という制度的要因と、経済格差という
社会経済的要因のみである。これらの他にも
どのような要因により一票の格差が生ずる
のかを分析することは、その是正策を探るう
えで非常に重要である。第 3 は帰結に関する
研究の不足である。例えば既存の研究では、
アメリカや日本の事例研究から一票の格差
が高いと政府交付金配分の歪みが生じる傾
向にあることが分かっている。しかし、それ
がどのようなメカニズムでおこるのかにつ
いては、議会での予算配分過程がブラックボ
ックス化されており明確でない。また、競合
的権威主義における体制維持への影響も例
えばマレーシアの新聞等で指摘されながら
も学問的解明が全くといっていいほど進ん
でいない。 
 上記にみるように一票の格差という研究
課題に対し多くの側面で分析が進んでいな
いことは多くの政治学研究者が共有する認
識であったが、研究代表者及び研究分担・協
力者が学会等でこれを話し合うなかで、包括
的な研究を共同でおこなおうという着想に
至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、一票の格差に関し、世界
各国ではどの程度の格差があるのかを明ら
かにしたうえで、格差はどのような原因でお
こるのか、また、どのような帰結をもたらす

のかを明らかにすることである。一票の価値
は、現在の日本で問題になっているだけでな
く、世界の多くの国が抱える問題である。こ
れは民主主義の理念の侵害につながるだけ
でなく、様々な実質的な利害対立を生むこと
が最近の研究で判明しつつある。しかしなが
ら、現在の研究状況は一部の国に限られたも
のや分析の射程が限られたものが散在する
にとどまっている。本研究は、一票の格差を
包括的に検討することで、政治学における知
見の蓄積だけでなく、司法判断の際の基礎的
情報の提供及びガバナンス実務の向上に対
しても貢献することをめざす。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、国際的な現状把握、原因分析、
帰結分析を主な構成要素とする。研究代表
者・研究分担者・連携研究者はワークショプ
や学会参加において相互の意見交換を頻繁
におこない、互いの研究の向上を図った。具
体的には，データベースの作成、現地調査（マ
レーシア及びブラジル）、先行研究のレビュ
ー，そして各自の論文に対するフィードバッ
ク等である。特に最終年度においては，学会
報告や公開ワークショップを通じて研究成
果の公表を行い，研究の公開に務めた。 
 
４．研究成果 
 本研究では、議会選挙における一票の格差
に関し、3 つの柱を立てて研究を行ったが，
以下ではそれぞれの柱における成果を述べ
る。 
 第 1 は，世界の一票の格差の現状を示すデ
ータベースの作成である。これは，140 カ国
の最近の下院選挙を対象に測定を行った。一
票の格差の測定方法には，既存研究において，
最大と最小の有権者数の選挙区の有権者数
比率，ハーンビー=ルースモア指標などがあ
るが，和田・鎌原を中心に，α—ダーバージ
ェンスという分散指標を利用した測定方式
を開発した。これを元に，世界約 140 カ国の
一票の格差を測定したところ，以下のような 
状況が判明した。図のうち，色が濃い国が一
票の格差の高い国である。ラテンアメリカ，
アフリカ，ロシア，などにおいて一票の格差
が高いことがわかる。 
 また，和田・鎌原・粕谷は，このデータベ
ースを用いて，どのような要因が一票の格差
と相関関係にあるのかを分析した。その結果，
これまでの研究で言われてきた要因である，
地理的規模，ラテンアメリカであることなど
は相関関係にないこと，また，憲法に「法の
もとの平等」という条文が含まれている場合，
少数民族や一部の地域に選挙区の優遇的割
合がきてされている場合には，一票の格差が
高い傾向にあることがわかった。前者に関し
ては，新興民主主義諸国においては，憲法上
の規制を設けていても，実際の選挙運営の未
熟さなどを反映しているものと思われる。今
後，より多くの国のデータを取得し，どのよ



うな要因との相関があるのかをさらに分析
してゆく予定である。 
 

 
 
 
 本プロジェクトの第 2 の柱は，一票の格差
が起こる要因についての検討である。これに
ついては，多国間比較データベースを元に，
民主主義の程度と一票の格差の程度の間に
は，下図にあるような逆 U 字の関係があるこ
とを粕谷が Ong と Mori との共著論文におい
て示した（横軸は民主主義の程度を示す指標
であるポリティスコア，縦軸は一票の格差の
程度を示している）。このような関係が発生
する理由としては，権威主義体制のうち選挙
を実施する国で政党競合の程度が高まると，
政権エリートは区割り操作のインセンティ
ブを強くし，かつそれを制約する法的制限が
少ないため，一票の格差が高くなる。一方で，
民主主義の成熟度が高くなると，政治家には
区割り操作をしたいインセンティブはある
ものの，様々な権力抑制制度の存在により平
等な区割りが進み，一票の格差が低くなる。
より具体的には，司法府の独立，マスメディ
アの自由度などが抑制の役割を果たすこと
を示した。また，これらの制約要因を含めた
多国間データベースに基づく統計分析を行
った結果，これまでの研究で一票の格差を上
昇させる原因といわれている小選挙区制の
採用や，社会経済的格差は統計的に有意な関
係がないことがわかった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 第 3 の 柱 は ， 格 差 の 帰

 
 
 本プロジェクトの第 3 の柱が，一票の格差
に関する検討である。これに関しては，いく
つかの国を対象とした事例研究から，次のよ
うなことが判明した。まずブラジルの場合で
は，憲法規定に起因する，地方の選挙区の過
大代表状況があるが，過大代表されている地
域の方が帰って経済が停滞することを廣井
の論文で示した。その理由としては，過大代

表選挙区は選挙が競合的になりにくく，政治
が保守化していくからと考えられる。 
 マレーシの事例では，現政権のもとで，地
方のマレー系有権者が多く住む選挙区に対
して多くの議席を配分する形での一票の格
差が拡大しており，その結果，現政権が競合
的権威主義を維持する一因になっているこ
と，また，議席配分は，与党支持の見返りと
して行われることが鷲田の論文により判明
した。 
 さらに，東島による多国間比較データを分
析した論文では，競合的権威主義体制の場合
には，一票の格差が高いことによって，選挙
前後の暴力が低下することが判明した。その
理由としては，独裁者は一票の格差を高くし
ておくことで，直接的かつ批判を招きやすい
選挙暴力という手段をとらなくてもすむか
ら，と考えられる。 
 本研究のこれらの成果は，国内外の多くの
学会において報告をした。平成 27 年には全
米政治学会（ワシントン D.C.開催）において
パネルを組み，本プロジェクトの研究代表・
分担者（粕谷，和田，鎌原）が報告した。ま
た，世界政治学会（ポーランド・ポズナン市
開催）においても，粕谷，鷲田，東島，廣井
が論文の口頭報告行った。 
 この他，国内学会では，日本政治学会，公
共選択学会，公共政策学会，比較政治学会に
おいてパネルを組み，論文の口頭報告を行っ
た。2017 年現在，Ong, Kasuya, Mori 論文は，
選挙研究の分野では世界最高レベルの雑誌
である Electoral Studies において，Revise and 
Resubmit の状況にある。 
 本研究ではまた，社会科学の方法論に関す
るセミナーを研究者一般に向けて公開実施
した。具体的なテーマとしては，サーベイ実
験，各種実験，因果推論，テキスト分析，コ
ンジョイント分析，英語ジャーナルでの出版
事情などについてのセミナーを慶應義塾大
学三田キャンパスにおいて実施した。 
 世界各国の一票の格差に関するデータベ
ースの作成は，平成 29 年現在も進行中であ
り，現在 140 カ国のデータを整備している。
これに関しては，平成 30 年度中のホームペ
ージを通じての一般公開を目指している。 
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